
（毎月発行） 定価110円（内 消費税10円）
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賃貸物件の火災保険のことなら、宅建ファミリー共済にお任せください！

ご存じでしたか？ 届出必要Ｑ＆Ａ
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取引（売買）紛争の事例と解決　　　　　　　　　（大阪高判：Ｒ5.1.19）

決済期限を延長した際、融資特約期日については延長の
合意をしておらず、融資特約は効力を失ったとされた事例

　令和2年 7月 22日、売主X（原告・宅建業者）は、収益
物件建築目的で本件土地につき買主Y（被告・個人）と次の
内容の売買契約を締結した。
ア）売買代金：1億 4500万円	 イ）手付金：700万円
ウ）支払時期：9月 30日	 エ）違約金：1450万円
オ）融資特約：「8月21日までに融資の全部または一部に	
　　ついて金融機関の承認を得られないときは、本件契約	
　　は自動的に解除となる。その場合、売主は買主に受領	
　　済金員を遅滞なく返還する。」
　なお、本件売買契約には、売主X側の媒介業者としてA
が、買主Y側の媒介業者としてBがついていた。
　Yは2つの金融機関（甲銀行・乙信金）に融資を申し込ん
だが、内、甲銀行は 8月中旬に融資否認となったため、8
月 17日頃、BはAに「乙信金からは承認される見込みで
あるが、支払期限の 9月 30日に間に合わない可能性があ
るので、支払期限、所有権移転・引渡し・登記申請の日を
10月 16日に延長して欲しい」との旨を申し入れた。
　その際、Bは、売主側が本件融資特約の延長について了
承していないことを認識しながら、それ以上の交渉を行わ
なかった。他方、BはYに対しては、本件融資特約も同じ
ように延長された旨を説明した。
　その結果、9月 1日、支払い期限を 10月 16日まで延長
する旨の覚書が締結されたが、当該覚書には融資特約期限
に関する記載はなく、その点が話題に上ることもなかった。
　10月 2日、乙信金からも融資否認の通知を受けたため、
Yは、延長後の支払期限である 10月 16日、金融機関から
融資の承認が得られなかったことを理由として本件契約を
解除する旨をXに通知した。
　11月 3日、Xは、Yに、残金支払いがなければ債務不履
行解除のうえ違約金として手付金との差額750万円を請求
する旨を通知した。
　Xは、第一審訴訟（京都地判令 4・7・1）において当該
750万円の違約金支払を求め、Yは、反訴として融資特約
適用による700万円の手付金返還を求めた。
　第一審訴訟においてYは以下を主張した。
①本件契約は 8月 21日の経過により自動的に白紙解除さ	
　れた。
②もしくは、本件契約期限が 9月 1日付覚書によって 10	
　月 16日に延長されたことにより、本件融資特約の期限	
　についても10月 16日まで延長され、同日の経過により	

　自動的に白紙解除された。
　第一審は、Xによる違約金請求を認容し、Yの請求を棄
却したため、これを不満としてYが控訴した。

　控訴審（本件訴訟）においても、裁判所は次のように判示
して、Yの請求を棄却した。
　Yが 8月 21日までに金融機関から融資の承認を得られ
なかったため、YはBに、本件契約の存続とともに本件融
資特約の延長を希望したが、これを受けたBは、Xが本件
融資特約の延長を承認していないことを認識し、それ以上
の交渉をせず、AとBは本件契約の支払期限等を延長する
ことを確認し、その旨の覚書を作成することとしたという
のであるから、XY間で本件契約の存続及び支払期限等の
延長については合意が成立したものの、本件融資特約の延
長については合意が成立していないことが明らかである。
　そうすると、本件融資特約は効力を失ったと評価され、
本件契約が本件融資特約により 8月 21日又は 10月 16日
の経過をもって自動的に解除されたとは認められない。
　これに対し、Yは、Yが金融機関からの融資で売買代金
を決済することは当初から予定されており、Yが支払期限
等についてのみの延長を希望しないことはXも十分認識し
ていた旨主張する。しかし、Bは、7月末頃、Yは甲銀行
の融資が否認されても、乙信金なら承認される見込みであ
る旨を伝えていることや、Aは、Bに対して本件融資特約
の延長を認めない旨を明確に伝えていることからすると、
Yが乙信金から融資を受けて残代金を決済できる見込みが
あるから、本件融資特約の延長は求めず、支払期限等の延
長を求めることで足りるものとXが認識したとしても何ら
不自然なこととはいえないから、XY間において本件融資
特約を延長する旨の合意があったとみることはできない。
　また、Yは、9月 1日付覚書が本件融資特約の期限であ
る 8月 21日より後である点を指摘するが、8月 21日まで
に、XY間において、本件契約を存続させることを前提に
支払期限等を延長することを確認したと認められ、本件覚
書の作成自体が 8月 21日以降であるからといって、本件
契約が本件融資特約により 8月 21日の経過をもって自動
的に解除されることにはならない。
　そして、XはYに対し、引渡し等の準備が済んでいる旨
を通知したうえで残代金を支払うよう督促し、Yは支払わ
なかったのであるから、Xによる債務不履行解除によって
Yは本件契約に基づく違約金支払い義務を負う。

� （一財）不動産適正取引推進機構発行『RETIO』より抜粋

事 案 の 概 要

判 決 の 要 旨
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賃借人行方不明による契約終了等の主張について特約による終了は
否定され賃貸人の立退料提供による解除の申入れが認められた事例

取引（賃貸）紛争の事例と解決　　　　　　　　　 （東京地判：Ｒ5.3.9）

　Y（被告）は、平成 27年 1月 25日、Bとの間で、B所有
建物の一室（本件建物）について次の条件で賃貸借契約（本件
契約）を締結した。なお、賃貸人であったBが平成 29年 1
月に死亡し、X（原告）が相続した。

（賃貸借契約の概要）
賃料：月額5万 7000円
期間：平成27年 1月 29日〜平成 29年 1月 28日（2年間）
特約：賃借人は、1か月以上留守にする場合には、あらか
じめ賃貸人に通知しなければならない。万一、無断不在 2
か月に及ぶ場合は、賃借人において賃借権を放棄したもの
とみなし本件賃貸借契約を終了する（本件規定）。この場合、
賃貸人は、本件建物に遺留された賃借人所有の物品につい
て、賃借人の連帯保証人又は公正なる立会人の立会いを求
めて遺留物を本件建物内から搬出し、現物保管又は換価の
上、金銭を保管することができる。
　本件契約は、その後 2度合意更新され、更に令和 3年 1
月 29日、法定更新された。Yは、2度目の合意更新の後、
行方不明となり、連絡が取れず、Xの申立てにより、東京
家庭裁判所から令和4年 3月 4日、Yにつき、不在者財産
管理人としてA弁護士を選任する旨の審判がされた。
　本件契約に基づく賃料は、Yの預金口座からの自動引落
しによって保証会社に支払われており、賃料の不払は生じ
ていない。
　Xは、令和 4年 7月 20日、Y（不在者財産管理人）に対	
し、本件規定に基づき本件賃貸借契約が終了した旨の通知
のほか、仮に終了が認められない場合に備えて借地借家法
27条 1項に基づく解約の申入れの意思表示をし、本件訴
訟を提起した。なお、Xは、本件訴訟において、Yに対し、
本件建物からの立退料として50万円の提供を申し出た。

　裁判所は、下記のとおり判示し、Xの主位的請求は棄却
し、予備的請求は認容した。

（₁）本件規定の有効性について
　建物賃貸借契約において、賃借人の無断不在、長期不在
から、建物の腐朽、損傷の恐れが生じ得ることで賃貸人の
利益を損なう可能性はもとより、これらの事情により他の
居室の賃借人の生活にも悪影響を与える可能性も否定でき
ないし、また、連絡が取れないこと等により、防犯・防災
の観点からも相応の支障が生じ得ること等に鑑みれば、長
期不在等を解除事由と定めた本件規定の必要性、合理性自
体は肯定し得るところではある。しかし、Yが平成 31年

1月頃から連絡が取れず、行方不明となってから相当期間
（約4年）経過しているものの、①Yが行方不明となった事
情（本人の意思によるものか否か等）は明らかにされておら
ず、②Yの基本的な義務である賃料の支払も、結果として
遅滞なく履行されていること、また、③賃貸借が開始され
て以降、二度の合意更新もされており、Yによる過去の本
件建物の利用に問題が無かったことがうかがわれること、
そして、④Yの不在により本件建物を含む一棟の建物の賃
貸管理に限っていえば、現時点において具体的な損害、不
利益が生じているとまではいえないこと、また、⑤高齢の
Yからすれば、引き続き住居としての本件建物を確保して
おく必要性が高いことを指摘することができる。
　以上によれば、現時点で、賃貸人であるXとの信頼関係
が破壊されたとまでは即断し得ず、本件規定が適用される
べきものとまではいえないから、本件規定に基づき本件賃
貸借契約の終了を前提とする主位的請求には理由がない。
（₂）　解約の申入れに係る正当事由の有無
　前説示のとおり、信頼関係が破壊されたとまでは即断し
得ないものの、①本件建物を含む一棟の建物が現在、建築
後約 57年であって、相応の老朽化がうかがわれ、従前か
ら建替えを予定していたところ、他の賃借人もXによる建
替えの意向を踏まえ、既に退去し、遅くとも令和 5年 4月
までの退去が確定していること、他方で、②Yと相当期間
にわたり連絡が取れず、本件建物の状況確認等はもとより、
任意の明渡し交渉等もできず、かかる交渉等の関係でX側
に一定の支障が生じていたことは否定し得ない、そして、	
③Yが今後、本件建物に帰宅する可能性を示唆する事情は
見当たらず、そのため、本件建物を含む一棟の建物の建替
えができないまま推移し、上記②の支障も解消せず、かか
るXの不利益が増大することが見込まれるところ、これら
につき、正当の事由を裏付ける事情として評価するのが相
当である。加えて、Xは、補足的に、正当の事由の補完事
由として、損失補償基準における借家人の補償額の算定方
式を参照しつつ、それよりやや多額になる50万円の立退料
を提示しており、これは、Yの不利益等を十分に考慮して
も、正当事由を補完する立退料として相当（賃料の約 8.7
か月分）と認める。
（₃）　結論
　Xの主位的請求は理由がないから棄却すべきであるが、
予備的請求については、Yに対し、50万円の立退料の支払
と引換えに本件建物の明渡し等を求める限度で理由がある。

� （一財）不動産適正取引推進機構発行『RETIO』より抜粋

事 案 の 概 要

判 決 の 要 旨
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月　日 場　所 会　　議・事 業 等 内　容　等
10月１日 静　岡 試験運営説明会（グランシップ）

３日 藤　枝 試験運営説明会（静岡産業大学 藤枝キャンパス）
５日 裾　野 ドリームカップ身障者野球大会
〃　 富士宮･焼津 空き家ワンストップ相談会
６日 掛　川 たっけんカップ少年サッカー大会（表彰式）
７日 本　部 第４回 総務財政委員会
８日 本　部 月例法律相談 （来館相談１件）
〃　 〃 正副会長会
〃　 沼　津 取引士法定講習会 （受講者77名）
９日 本　部 第４回 人材育成委員会
〃　 静　岡 改正公益認定法セミナー （主催：全国公益法人協会）
12日 富士･磐田 空き家ワンストップ相談会
16日 本　部 サポートセンター 監査会
20日 全　国 宅地建物取引士資格試験
21日 静　岡 くらしの無料相談会 事務局会議
23日 本　部 月例法律相談 （来館相談４件）
24日 本　部 第３回 初級実務研修会 （受講者29名）
26日 沼津･東京 空き家ワンストップ相談会
28日 本　部 第８回 会務運営協議会 （支部機能移転関係）
〃　 名古屋 中部圏流通機構 法務指導委員会
29日 浜　松 レディス部会 講演会（講師：太田垣 章子氏）
30日 浜　松 取引士法定講習会 （受講者99名）
〃　 本　部 第５回 人材育成委員会
31日 本　部 会計帳票検査 （７〜９月分）
〃　 名古屋 中部圏流通機構 企画事業委員会

平日毎日 本　部 定例相談（受付総数） （来館相談12件、電話相談276件）
Webシステムによる取引士法定講習（10月分） （受講者61名）

2024年10月　本部活動概要

提携金融機関 項目＼取扱支部等 東部支部 中部支部 西部支部 サポートセンター 計

県 労 働 金 庫 融資実行 件数 51 44 65 ― 160件
金額 45億5,439万円（土地₁、新築戸建131、中古戸建26、中古マンション₂）

しずおか焼津 
信 用 金 庫 融資実行 件数 0 5 0 ― 5件

金額 1億3,600万円（新築戸建₄、中古戸建₁）

全宅住宅ローン 融資実行 件数 0 1 0 1 2件
金額 9,319万円（新築戸建₁、中古戸建₁）

2024年₉月　宅建ローン等の実績　（9/1〜9/30）
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